
平成12年産乳幼児身体発育調査   

今後更なる取組が必要である。   出産施設での支捜があると母乳栄養の割合が高率であることなどを踏まえ、出産施設での支援と退院後母子が生活する地  
填での支緩が、母乳に関するトラブルを解消し母乳育児を継続するためには必要であることから、平成19年3月に「授乳・離乳  
の支援ガイド」が策定された。しかし、その認知はまだ十分とは昔えず、平成20年度の調査で有床助産所における認知度は  
68．4％であった（平成20年庄子ども未来財個児童関連サービス阻査研究等事業r妊娠■出産の安全性と快適性確掛こ関する  

評価  調査研究」吉永宗曇班長）。母乳育児の割合を増加させることは、単に栄養としての母乳崖養の割合を増加させるだけではな  
く、母親と赤ちやんを一体として支捜し、安心して子育てする環境を整えることにもつながることから母乳育児の継鰍こは、出  
産施設での支柱と退院後母子が生活する地域での支捷が必要であり、保健医療機関等の更なる取組が必要である。そのた  
めにも、支撰者として大きな役割を果たす保健医療従事者が「授乳・離乳の支援ガイド」を十分認識し、母子への支捷を継続  
的に提供できる環境を整える必要がある。   

母乳育児支緩の継零封こは、家族や地域社食の協力が不可欠であり、子育て支操の評価の一つとしても意味ある指標であると  
考えられることから、引き続きモニタリングが必要である。平成12年の乳幼児身体発育調査と平成17年鹿の乳幼児栄養調  

調査・分析上の株題  杢は、調査法が違うため、正確には比較できない。そのため、最終的には、平成22年に予定される乳幼児身体発育調査の値  
によって比較する必要がある。   

母乳育児の推進に関して、引き概き両親に対する啓発を行うことも必要であるが、それを支援する立場の保健医環機関、保  
目標達成のための課題     健医療従事者に、r授乳・離乳の支援ガイド」を周知し、母乳育児推進のための努力事項などを伝えていく必要がある。   
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【保健医療水準の指棟】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   日標   第1回中間評価   調査   

出産千対5，8  平成12年人口動態統計   世界最高を維持   出産千対5．0  
出生千対3．8  出生千対3．3   平成16年人口動態統計  

第2回中間評価   調査  

出産千対4．3  
出生千対2．9   平成20年人口動態統計   

データ分析   

諸外国の最新データが不明なために世界の中での順位等は明らかでないものの、直近値は、平成12年、16年よりも、さらに  

結果  向上が見られた。   

藤田（日本公衛誌2001；ヰ8（4）：289－297）は1990年代の乳児死亡辛の改善は、新生児集中治療ユニット（NICU）などの画期的  

分析  な医療技術の導入だけではなく、全般的な医療技術の普及によると考察している。今回の改善の理由も、同様に種々の医療  
状況の改善が大きいと考えられる。さらに、周産期の生活環境の改善も考えられる。   

順調に日標を葺成している。   
評価  

周産期死亡率は、平成7年以後、妊娠満22遇以後の死産と早期新生児死亡（生後7日未満の死亡）の和についての、出産千  
対の値と定義されている。なお、出生千対周産期死亡率は、妊娠満28遇以後の死産と早期新生児死亡の和についての、出生  

調査・分析上の課題  千対の値であり、国際比較を行うために計算されている。国際的には、分子、分母とも、出産体重1．000g以上の胎児と乳児を  
用いている国や、妊娠満20過以降を用いている国もある（UnitedNation＄．Demograph；GYearbook2002 
http／／unstatsJ）n．Org／unsd／dernographic／prDducts／dyb／dyb2．htm）。   

現状の対策で概ね良いと考えられる。  

目標達成のための課題  

調査・分析上の課題   
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9－297）は1990年代の乳児死亡率の改善は、新生児集中治療ユニット（NICU）などの画期的  
、全般的な医療技術の普及によると考察している。今回の改善の理由も、同様に種々の医療  
。さらに、照度期の生活環境の改善も考えられる。   

順調に目棟を達成していると考えられる。   

評価  

死因別統計については、剖検率が偲いこともあり、正確性について注意を要する。   

調査・分析上の課題  

低出生体重児の減少に向けた取り組みも含め、現状の取り組みの維持、推進が重要である。   

目標達成のための課憧  

【保健医療水準の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1匡仲間評価   調査   

出生10万対26．6   平成ほ年人口動態統計   羊頭   出生10万対19．3   平成16年人口動態統計  

第2回申闇評価   調査  

出生10万対14．0   平成20年人口動態統計   

データ分析   

平成12年の出生10万対28．紬ヽら、平成6年19．3、平成20年14．0と恨言削こ改善している。   

結果  

田中ら（日本公衛誌1999；ヰ帆5）：38十872）は、SIDSの危険因子として、うつぶせ寝および両親の喫煙が重要であることを明ら  

分析  
かにし、その後、SIDS予防キャンペーンが展開された。SIDS死亡率の改善に関して、そのキャンペーンの効果は重要な理由  
のひとつであると考えられる。   

8年間でヰ7％改書されており、目標の10年間での半減に向けて順調な進行である。   

評価  

による死亡と明確に区別 剖検率が低いため、SIDSであるか否かについての診断の正確性には問題がある。窒息や虐待する   ため、剖検により確定された場合のみをSIDSと診断し、診断が確定できない場合には、死因不明とすべきとの考え方があ  
調査・分析上の課超  る。年次によって診断基準が厳格化していく場合には、実態lま変化がなくても、統計上、減少しているかのような結果がでる点  

について注意が必要である。その場合には、窒息や死因不明の突然の死亡も含めた死亡の動向についても、参考のために  
分析を行う必要がある。   

乳児の喫煙曝露の改善が今後最も主要な慄想である。  

目標達成のための諜艦  
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人口10万対22．3   平成20年人口動態統計   

と比較すると、この年齢の死亡率は高い。   

評価   

細かい年次推移を見る場合には、インフルエンザの流行年と非流行年による変動に留意する必要がある。   

調査・分析上の課規  

この年代の死因で多いものは平成20年の統計において、（1）不慮の事故、（2）先天奇形、変形及び染色体異常、（3）悪性新  
目模達成のための課題     生物、（4）■b疾患、（5）肺炎であり、これらに対する対策を推進していく必要がある。  

【保健医療水準の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

人口10万対  人口10万対  
0鼓18．2  0歳13．4  

1～4歳6．6  平成12年人口動態統計   半減  1－ヰ歳6．1  

5～9歳4．0  5′一9歳3．5  平成16年人口動態統計  

10～14歳2．6  10～1ヰ歳2．5  
15・｝19歳14．2  15■｝19歳10．8  

第2回中間評価   調査  

人口10万対  
0歳13．2  

1～4歳3．8  
5・一9歳2．2  平成餌年人口動態統計   
10・｝14歳1．9  
15～19歳7．7  

データ分析   

結果   年齢階級によって改善の程度は異なるものの、いずれの階級も改善傾向が見られた。   
平成16年と平成20年を比較すると、0歳では看干の敢害に留まっているが、1～4歳では38％の改筈になっているなと、それ以  

分析  
降の年代では大幅な改善が見られている。飲酒運転の厳即ヒなどによる交通事故の減少なども大きく春与していると考えら  
れる。   

評価   目様に向けて版矧こ改善している。0歳、10～1偵など、年齢階級によっては改善が十分とは言えないところもある。   

不慮の事故死亡は、乳幼児では膚待やSIDSと、高年齢では自設との区別が難しい事例もあると考えbるが、死因の判定万  

調査・分析上の課超  法について、制度の変更等無い場合には、増減の傾向は正しいと考えられる。合計の死亡率、また区別が難しい他の死因の  
死亡率の動向にも注意を払う必衰がある。   
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評価   

定期的に情報収栗を行うことができる体制至情が望まれる。むし菌の有精については、健診を担当した菌科医師の判断に委  

調査・分析上の課超  ねられる部分があるか、判断のばらつきは余り大きくはないと考えられる。市町村によっては、3歳児歯科健康珍重の受診率  
が余り高くないところもあり、その場合には選択の偏りが考えられる。   

むし歯になりにくい食事■おやつ、ブラッシング、フツ化物の利用を推進していく必要がある。   

目標達成のための課競  
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【住民自らの行動の指棟】  

策定時の病状値   ベースライン調査等   目棟   第1回中間評価   調査   

（3か月児、1歳6か月児、3歳児健診  

妊娠中＊110．0％  
での割合）  

＊1平成12年乳幼児身体発育調査  妊娠中  平成17年度「健やか親子21  

育児期間中＊2  ＊2平成13年産21世紀出生児縦断   なくす  73％79％83％  の推進のための情報システ   
父親35．9％、母親12．2％  育児期間中  

ム構築と各種情報の利活用  

父親5ヰ．9％55．9％54．5％  
に関する研究」山寺然太朗班  

母親11．5116．5％18．1％  

第2回中間評価   調査  

（3－4か月、1歳6か月、3歳児健診  
での割合）  

妊娠中  平成21年度「健やか親子21を  

5．5％4．ヰ％4．9‰  推進するための母子保健情  

育児期間中  
報の利活用に関する研究」  

父親ヰ7．肪46．8％45．0％  
山懸然太朗班   

母親8．ヰ～11．2％12．6％  

データ分析   

母親の喫煙車は、妊娠中、育児期間中とも、また育児期間中の父親の喫煙率についても、改善（喫煙率の低下）が見られた。   

結果  

国民健康・栄養調査によると、若年女性の喫煙率は、平成12年に20歳代で20．9％、30歳代でほ8％とそれまでに比較して増加  

分析  
傾向が見られたが、その後はやや低下している。健康増進法の施行やその他の喫煙対策の推進によって、母親の喫煙率は  
低下してきたと考えられる。なお、平成20年産山幣班調査で、妊娠が分かった時の喫煙率は15．7％（3．4か月健診時の調査髄  

＝三  ・   ・一   

評価   率については、上記の数値からの評価は困難である。   
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【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

14．9％16．＄≠18．7％  平成17年度「健やか親子21  
（それぞれ、3か月、1歳6か月、3歳  

18．1％   平成12年乳幼児身体発育調査   なくす  児健診時に調査した妊娠中の飲酒  

串）  

に関する研究」  
山懸然太朗班  

第2回中間評価   調査  

7．6％7．5も8．1％  平成21年産「健やか親子21を  
（それぞれ、細＼月、1歳紬ヽ月、3歳  
児腱診時に調査した妊娠中の飲酒  
串）  山野然太朗班   

データ分析   

結果   ベースライン調査と比較して改善が見られている。   

平成20年度山隈班調査結果によると、妊娠が判明した時点での飲酒率は、それぞれ22．7％、24、○％、礼0％であり、妊娠に  
分析  よって、半数以上が飲酒をやめたことになる。   

目標に向かつて改善傾向にはあるものの、達成は難しく問題がある。特に、妊婦が判明した時に飲酒していた人の内、半数近  
評価  くは妊娠中も飲酒を続けていることは大きな問題である。   

調査によると、飲酒習慣のある割合は、平成14年20歳代女8．1％、30歳代女9．4％と、上記の値よりも非常に低  
国民健康・栄養   い値となっている。これは、飲酒習慣の調査結果が、細かい質問文のニュアンスによって大きく変化する可能性を示唆するも  

調査・分析上の課埴  
のである。   

喫煙と異なり、出産年齢女性全体の飲酒率低下を目指すことは適当ではない。そこで、あくまでも妊娠した女性に対して、飲酒  
のリスクに関する知識を普及することが重要であろう。また、アルコール依存症となっており、断酒をしたいと患っても断酒でき  

目標達成のための課埴        ない妊婦も少なからずいる可能性がある。妊婦への適切な支援の充実、また若年者全般に対するアルコール依存症予防対  
策の強化なども重要であろう。妊娠中の飲酒者について、飲酒リスクの知識の有無別の割合等も把握する必要があろう。  
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【住民自らの行動の指標】  

jk′    鞠瀬   

策定時の現状値   ベースライン調査等   月標   第1回中間評価   調査   

平成1丁年康「健やか親子21  

81．7％1－6歳児の親   平成12年幼児健康度調査   1（X）％   1歳8か月児86．3％  の推進のための情報システ  
3歳児 86．4％  ム構築と各種情報の利活用  

に関する研究」山愕然太朗班  

第2回中間評価   許査  

平成21年度「健やか親子21を  
1歳紬ヽ月児83．8％  推進するための母子保健情  
3歳児 84．6％  報の利活用に関する研究J  

山蛛然太朗班   

データ分析   

平成ほ年と比較して、平成17年に若干増加し、平成21年はやや減少しているが、平成12年よりは高い値となっている。   

結果  

ある小児科医をかかりつけと考えるかどうかについては、受診した時に満足のいく診療を受けることができ、再度、受診が必  
葦となった場合にも、その小児科医を受診したいと考えるかが重要な要因であると考えられる。その他、それまでに小児科医  

ことがあるか、健康尊慮や予防接種を個別で行っているか、集団で行っているかなどの章  

評価   

どのような要件がそろえば、lかかりつけ」と首えるのかは、人によってさまざまな考え方がありうるため、数値を判断する陽に  
調査・分析上の課規  考慮が必要である。   

病気になって受診する時以外にも、個別健康惨査や予防接種などで小児科医を利用することなどが「かかりつけ匡」普及には  

白樺達成のための課題     重要であろう。   
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く■‘鵠｝  1  ．取発祥   
【住民自らの行動の指標】   

幻松‘‘み    線－ノー ＿－、－縄．－フー．く 
策定時の現状借   ベースライン調査等   冒棟   第1匡仲間評価   調査   

平成13年産「子どもの事故防止と市  平成17年虔「健やか親子21  

1歳6か月児 86．6％  町村への事故対兼支援に関する研  1餌％   1歳6か月児 87月％  の推進のための情報システ   
3歳児  88．8％  

究」田中膏郎班  
3歳児   89．9％   ム構築と各種情報の利活用  

に関する研究」山詩然太朗班  

第2回中間評価   調査  

平成21年産「健やか親子21を  
1歳6か月児糾．2％  推進するための母子保健惰  
3歳児 85．3％  報の利活用に関する研究」  

山野然太朗班   

データ分析   

平成13年や平成17年と比較して平成21年の割合は低い慣となっている。   
結果  

対象を小児の救急医療機関に限定していることが影響している可能性がある。   
分析  

評価   
数値はほぼ横ばいである。   

生活圏内に、休日・夜間の小児救急医療機関が存在するかということ、休日・夜間の小児救急医療機関について地域で幅広  
く周知されているかということ、親が休日・夜間の小児救急医療機関に関する情報を得たいと思っているか等の要素が総合さ  

調査・分析上の課題  れた指標であると考えられる。  
なお、医療機関そのものを知らなくても、受診しようと思った時に医療機関を検索する方法や＃8000（小児救急電話相談事  
業）を知っていることを調査・分析に含めるかどうかを考慮する必要がある。   

休日・夜間の小児救急医療機関が整備されている場合には、その効果的な周知が必要である。   
目棟達成のための課題  

【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回中間評価   調査   

1歳6か月児 79．1％   平成13年度「子どもの事故防止と市  
平成17年虔「鍵やか親子21  

町村への事故対策支援に関する研  1∝）％   1歳紬ヽ月児 80．5％  の推進のための情報システ   
3歳児   72．8％  

究」田中哲郎研  
3歳児   74．7％   ム構築と各種情報の利活用  

に関する研究J山野然太朗班  

第2回中間評価   調査  

平成21年康「健やか親子21を  
1歳6か月児81．0％  推進するための母子保健情  
3歳児  78．1㌔  報の利活用に関する研究」  

山秤然太朗班   

データ分析   

結果   平成13年、平成17、平成21年と、少しずつではあるが着実に改善している。   

策定時と比較して増減の大きかった項目は、以下の通りである。大きく歌書した項月：ピーナッツやあめ玉などを子どもの手の  
届くところに置かない（3歳53．0％→74．肌）、浴槽‡こ水を貯めておかない（1歳6か月6ヰ．3l→71．5ち、3歳59．9急→67．6％）。ストーブ  
等の安全策については、平成13年から平成17年に大きく改善したが、今回悪化していた。平成17年に改善した理由として、平  

分析  成13年調査が冬に行われたのに対し、平成17年調査は夏に行われたことも影響していると考えられる。また、1歳6か月児の  
質問文の表現が、平成21年調査で3歳児調査と統一し若干の変更を行った影響もあると考えられる。安全対策の実施率が低  
い項目としては、階段の転落防止用の柵（1歳朗ヽ月55．仇）などであった。第1回中間評価時に実施率が50％以下の項目が  
数項目あったが、今回lま項目を10項月に絞る中で質問項目が廃止されたため、実施串50％以下の項目は無かった。   

評価   改善傾向が続いているが、目標達成は難しい。   
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【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   目標   第1回申間評価   調査   

平成13年鹿「子どもの事故防止と市  
平成17年産「健やか親子21  

引．3％1歳軸、月児のいる家庭   町村への事故対餞支捷に関する研  100％   30．7㌔1歳6か月児  の推進のための情報システ  

究」田中哲郎班  
ム構築と各種情報の利活用  
に関する研究」山熱然太朗班  

第2回中間評価   調査  

平成21年丘「健やか親子21を  
推進するための母子保健傭  

38．2％1歳8か月児  報の利話用に関する研究」  
山辱然太朗班   

デ」タ分析   

平成13年、平成17と比較して、平成21年には改善が見られる。   
結果  

ユニット／くスの普及により、当初からドアにチャイルドロックが装備されていない場合、日曜大工等で親自身がチャイルドロック  

分析  
を後から設置することはなかなか困難である。特に、書貸住宅の場合には問題が大きい。また、高齢者向けの引き戸の場合、  
ロックが子どもの手の届く埠所にある場合が多い。   

評価   

風呂場のドアを乳幼児が自分で開tナることができないようにするエ夫の具体的内容などについての調査、分析も有用であろ  

調査・分析上の課粗  う。   

親個人の努力では限界のある課超である。賃貸住宅におけるチャイルドロック設覆の理解促進と推奨、ユニット／くスメーカー  
目標達成のための課粗     には製造する全ての製品にチャイルドロックを装備することを義務づけるなどの方策も検討の余地があろう。   

帯
 
 
 



1歳6か月児15．3％  

数値が上下しており、その詳細な理由は不明である。   
分析  

評価   日模の達成は難しい。   

どの程度まで知っていれば心肺蘇生法を知っていると言えるのかについては、人によって考え方が異なると思われる。また、  
調査一分析上の課超  知識として知っているレベルと、人形などを使用して概ね正しく行えるレベル、さらに、実際に自分の子どもに心肺蘇生法が必  

要な状況となった時に、動転していても実施できるレベルなど、さまぎまな段階があると考えられる。   

都道府県や日本赤十字社、消防が行う心肺蘇生法（AEDも含む）講習会、両親教室、乳幼児健診、運転免許証の更新、学校  
目標達成のための課題     保健教育等、あらゆる機会を通じて、心肺蘇生法の普及を行う必要があろう。   

【住民自らの行動の指標】  

策定時の現状値   ベースライン調査等   日棟   第1回中間評価   調査   

3．5兄   平成13年産「子どもの事故防止と市  1．2％ 3．3％ 2．4％   平成17年度「健やか親子之1   

（1歳細＼月健診時におけるその時点で  なくす  （それぞれ、3．ヰか月、1歳6か月健診時  の推進のための情報システ   町村への事故対策支援に関する研 田                  の状況はヰ．0％、3歳児健診時に調査し  こおけるその時点での状況、およぴ3歳  ム構築と各種情報の利活用   
究」中哲郎班                          た1歳までの状況は3．5％）  児健診時に調査した1歳までの状況）  に関する研究」山騒然太朗班  

第2回中間評価   調査  

0．7％2．5％1．3％  平成21年虔「健やか親子21を  
（それぞれ、3．ヰか月、1歳6か月健診時  
におけるその時点での状況、およぴ3歳  
児健診時に調査した1畳までの状況）  

データ分析   

蓮成には至っていないが、策定時と比較して改善している。   
輯果  

少数ながら、現在もうつぶせ櫻を清けている例について、その理由等の調査が必要であろう。   
分析  

目標に向かって根調に改善している。   
評価  

質問文上は、親が意識的にどのような寝かせ万をさせているかを問うているが、寝かせた後に、子どもが自分で寝返りをして  

調査・分析上の課題  そのような寝方になってしまう例も含まれていると考えられる。   

一時よりもSIDSについての社会の関心が低下しているため、引き続き仰向け寝を普及させる必要がある。   
目標達成のための課粗  
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